


2021年度の株式市場は、ワクチン接種の進展に伴う経済活動の再開や良好な米企業業績などを背景に12月までは堅調に推移しましたが、

年明け後は、米金融政策正常化に対する警戒感の高まりやロシアによるウクライナ侵攻を受けて大幅に下落し、その後、年度末にかけては

ロシアとウクライナの停戦協議への進展期待などを背景に反発しました。一方、債券市場においては、米金融引締めペース加速への懸念か

ら長期金利が上昇し、これが全体の収益率を大きく押し下げる要因となりました。

こうした中、当基金では、2022年1月に「資産のキャッシュ化ルール」を発動し、パッシブ資産の全てをキャッシュ化したところです。

これにより、資産配分割合の最も大きいヘッジ外債にかかる収益率の大幅低下を回避できたことから、年度通期では予定利率を上回る

3.10％の収益率を確保いたしました。

他方、事業運営面においては、年金掛金と事務費掛金を合わせて1,094百万円の掛金を全額納期内に収納し、年金・一時金を合わせ484百

万円を給付いたしました。この結果、2021年度は18百万円の当年度剰余金を計上することができました。なお、2021年度決算に際しては、

公認会計士による「合意された手続業務」（AUP）を実施し会計の正確性を期したところです。

これら2021年度の業務概況を以下のとおり取りまとめましたことからご報告させていただきます。

当基金では、リスク管理の徹底を図るとともに、正確かつ迅速な事務処理と情報提供の推進に努め、事業主をはじめ加入者、受給者の皆

さまから付託された責任を果たしていく所存です。引き続き、皆さまのご理解・ご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

２０２２年８月

金属事業企業年金基金

理事長 石 川 隆 一



１ ２０２１年度市場環境の振り返り

２ ２０２１年度資産運用結果

（１）資産全体

（２）資産クラス別収益率・収益額

（３）資産構成割合（パッシブ資産）

第１部 資産運用の概況

１ 事業所の適用状況

２ 加入者の適用状況

３ 掛金の収納状況

４ 年金の裁定状況

５ 一時金の裁定状況

６ 給付費の状況

第２部 事業実施概況

１ 年金経理

２ 業務経理

３ 決算結果に基づく財政検証

（１）継続基準に基づく検証

（２）非継続基準に基づく検証

第３部 ２０２１年度決算概況

１ 代議員会等の開催状況

２ 広報活動及びディスクロージャーの推進状況

３ 確定拠出年金(DC)プラン実施状況

第４部 その他事業

２

６

７

９

1 2

1 2

1 3

1 4

1 6

1 8

1 8

2 0

2 3

2 3

2 4

1

1 0

1 0

1 1



第１部

１．２０２１年度市場環境の振り返り

（１）国内債券

2021年度のNOMURA-BPI（総合）の収益率は、金利上昇により▲1.22％となりました。

（２）国内株式

2021年度のTOPIX（配当込）の収益率は、＋1.99%となりました。

2021年度の国内株式市場は、年度初は新型コロナウイルスの感染再拡大や米長期金利の上昇が嫌気され軟調なスター
トとなりましたが、その後ワクチン接種の進展や感染者数の減少を受け上昇に転じました。しかし、10月以降は、新た
に発足した岸田内閣による構造改革・政策対応への期待感の後退や、新たなオミクロン株の感染拡大への警戒感の高ま
りから下落しました。年明け以降は、ロシアのウクライナ侵攻による地政学リスクの高まりから大幅に下落しましたが、
3月半ばから年度末にかけては円安・ドル高が進んだことや、ロシアとウクライナの停戦協議への進展期待、米国経済の
堅調さなどを背景に反発し、国内株式市場は小幅ながら上昇して終えました。
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2021年度の10年国債利回りは、国内の金融緩和政策の継続を背景に小幅な値動きとなる中、12月までは海外金利に連
れて上下する展開はあったものの、概ね横ばいで推移しました。年明け以降は、米国の金融引締めペースが加速すると
の見方などから、海外金利に連れて上昇（債券価格は下落）し、前年度末比0.09％上昇の0.21％で終えました。



（３）外国債券

2021年度のFTSE世界国債は、米欧金利の上昇により現地通貨ベースで▲5.11％となりました。一方、対ドル、対ユーロ
とも円安に進行したことから円ベースでは為替差益により＋1.96％となりました。

2021年度の米10年国債利回りは、上期は過剰流動性を背景に資金流入が継続した他、新型コロナウイルス感染再拡大
が懸念され低下（債券価格は上昇）基調で推移しました。下期に入るとインフレ上昇懸念の高まりから上昇（債券価格
は下落）に転じ、1月のFOMCで3月の利上げ等が示唆されると2.0％まで上昇しました。2月にはウクライナ情勢の悪化
により低下する局面もありましたが、地政学リスクの高まりを背景に資源価格が大きく上昇する中、FRB議長が利上げ
ペースの加速を示唆したことで年度末にかけて一段と上昇し、前年度末比0.60％上昇の2.34％で終えました。
独10年国債利回りは、上期は、新型コロナウイルスの変異株やECBの金融政策への思惑から一進一退で推移しました

が、1月に入るとFRBの利上げ観測の高まりや欧州圏の高いインフレ率を受けてECBの利上げ観測が高まり、大きく上昇
しました。2月にはロシア・ウクライナ問題が激化すると景気減速懸念の高まりから一時低下しましたが、3月のECBで
インフレへの警戒感が示されて資産購入縮小ペースの加速が決定したことに加え、FRBの利上げの加速が示唆されたこ
とでさらに上昇し、0.55％で終えました。

（４）外国株式

2021年度のMSCI-KOKUSAIは、円ベースで＋22.95%、現地通貨ベースでは＋12.87%となりました。

2021年度の先進国株式市場は、年度半ばに景況感のピークアウト懸念や原材料の供給制約などから下落する局面が
あったものの、経済活動の再開や良好な企業決算、早期利上げ観測の後退に後押しされ、12月頃までは概ね上昇基調で
推移しました。しかしながら、1月以降はインフレの加速からFRBの金融引締めペース加速が懸念されたことを受け下落
に転じ、2月後半以降はロシアのウクライナ侵攻を受けた商品価格の高騰、景気減速への懸念の強まりからさらに下落し
ましたが、3月後半にはロシアとウクライナによる停戦交渉の進展期待や商品価格の落ち着きにより反転しました。
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（５）為替

2021年度は、ドル/円、ユーロ/円とも円安が進行しました。

2021年度のドル/円は、インフレ率の上昇を背景とした米国の金融引締め観測の高まりなどから円安・ドル高が進行し、
年度末は1ドル＝121.38円で終えました。
一方、ユーロ/円は、中国恒大集団の破綻懸念などによるリスク回避姿勢の高まりから円高・ユーロ安が進行する局面

もあったものの、3月に原油高の一服やロシア・ウクライナの停戦交渉の継続を受けて欧州経済の減速に対する過度な警
戒感が和らいだことで円安・ユーロ高となり、年度末は１ユーロ＝135.05円で終えました。
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2021年3月末 2021年6月末 2021年9月末 2021年12月末 2022年3月末

国内債券 10年国債利回り (%) 0.12 0.05 0.07 0.07 0.21

国内株式
TOPIX配当込み (ﾎﾟｲﾝﾄ) 3,080.87 3,070.81 3,234.08 3,179.28 3,142.06

日経平均株価 (円) 29,178.80 28,791.53 29,452.66 28,791.71 27,821.43

外国債券
米国10年国債利回り (%) 1.74 1.47 1.49 1.51 2.34

ドイツ10年国債利回り (%) -0.29 -0.21 -0.20 -0.18 0.55

外国株式
NYダウ (ﾄﾞﾙ) 32,981.55 34,502.51 33,843.92 36,338.30 34,678.35

ドイツDAX (ﾎﾟｲﾝﾄ) 15,008.34 15,531.04 15,260.69 15,884.86 14,414.75

為替
ドル／円 (円) 110.50 110.99 111.58 115.16 121.38

ユーロ／円 (円) 129.87 131.62 129.31 130.95 135.05

◆参考指標



２．２０２１年度資産運用結果

（１）資産全体
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2021年度は、年明け以降、株式市場・債券市場とも急速に運用環境が悪化した中、1月上旬に資産のキャッシュ化
ルールを発動しパッシブ資産の全てをキャッシュ化しました。これにより、予定利率の2.0％を上回る3.10%の収益率を
確保しました。

2021年度の株式市場は、12月までワクチン接種の進展による経済活動の再開や堅調な米企業業績などを背景に上昇基調で推移し
ましたが、年明け後は米金融引締めに対する警戒感の高まりやロシアによるウクライナ侵攻を受けて大幅に下落し、その後年度末に
かけ反発しました。一方、債券市場は、年明けから米金融引締めペースの加速懸念を受けて内外長期金利は上昇（債券価格は下落）
しました。こうした中、当基金では1月上旬に資産のキャッシュ化ルールを適用し、資産全体の約9割に当たるパッシブ資産の全てを
キャッシュ化したところです。

その結果、パッシブ資産は投資割合が最も大きいヘッジ外債の大幅な収益率低下を回避できたことで3.52％の収益率を確保し、年度
末まで運用を継続したオルタナティブ資産は苦戦したものの、両資産を合わせた資産全体の収益率は3.10%となりました。

ベンチマーク収益率 対前年度末比

　国内債券
　NOMURA-BPI総合
　国内株式
　TOPIX（配当込み）
　外国債券 1.96%
　FTSE世界国債（除く日本）

　外国株式
　MSCI-KOKUSAI

22.95%

-1.22%

1.99%

（-5.11%）

※ FTSE世界国債の下段（　）内は円ヘッジベースの収益率
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外国債券(ＦＴＳＥ世界国債（除く日本）)

国内債券(NOMURA-BPI総合)

外国株式(MSCI-KOKUSAI)

国内株式(TOPIX（配当込み）)

【債券市場】 【株式市場】

キャッシュ化
▼

キャッシュ化
▼

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

収益率　（％） 6.64 1.66 0.40 2.33 -1.07 3.10

収益額　（千円） 190,488 55,288 11,899 84,671 -40,857 111,002

期末運用資産額　（千円） 3,191,713 3,582,937 3,665,955 3,812,649 3,852,863 3,852,863

2021年度
2020年度

（注）収益率は修正総合利回り。



（２）資産クラス別収益率・収益額
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2020年度
2021年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収益率 （％） 7.05 1.71 0.31 2.39 -0.76 3.52

国 内 債 券 -1.07 0.09 0.07 -0.08 -1.78 -0.31

国 内 株 式 35.16 2.47 5.29 -1.66 7.78 9.44

外 国 債 券 7.56 2.68 -0.89 2.54 -6.53 3.15

ヘッジ外債 3.38 1.09 -0.23 -0.06 -8.00 -1.14

外 国 株 式 51.04 8.38 0.28 12.22 -3.49 24.98

短 期 資 産 -0.03 -0.01 0.00 2.45 0.00 0.21

2020年度
2021年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収益額 （千円） 179,848 49,995 9,795 78,864 -26,826 111,828

国 内 債 券 -652 82 105 -136 -399 -348

国 内 株 式 32,823 3,748 13,696 -4,576 3,716 16,584

外 国 債 券 4,668 2,528 -1,437 4,154 -1,776 3,469

ヘッジ外債 25,366 12,278 -4,380 -1,194 -21,605 -14,900

外 国 株 式 118,065 31,512 1,813 78,186 -6,734 104,776

短 期 資 産 -421 -152 -3 2,430 -27 2,247

①パッシブ資産

長期金利の上昇（債券価格は下落）に伴い債券クラスが苦戦しました。キャッシュ化によってマイナス幅は抑制できた
もののヘッジ外債は▲1.14％となりました。なお、為替オープンの外国債券は＋3.15％となりましたが、これは円安進
行に伴う為替差益によるものです。
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②オルタナティブ資産

年度末まで運用を継続した２本のマルチアセットは、第３四半期までは相応の収益率を確保したものの、年明け後は、
米欧金利の引上げ等に伴って様々な資産が同時下落するなど、マルチアセットにとって大変厳しい局面となったことか
ら第４四半期はマイナスとなりました。

2020年度
2021年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収益率 （％） 2.59 1.27 1.03 1.49 -3.44 -0.24

第一生命 1.12 2.75 -0.15 1.80 -2.34 0.81

りそな銀行 4.03 1.33 1.10 1.18 -4.38 -1.00

2020年度
2021年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収益額 （千円） 5,219 5,293 2,104 5,807 -14,031 -827

第一生命 1,119 2,775 -160 3,340 -4,771 1,184

りそな銀行 4,100 2,518 2,264 2,467 -9,260 -2,011

（参考）オルタナティブ資産のプロダクト
第一生命：マルチアセット（第２総合口）、りそな銀行：マルチアセット（総合口N）



（３）パッシブ資産にかかる資産構成割合

基本ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 第４四半期末

中心値 許容乖離幅 資産額 構成割合 資産額 構成割合 資産額 構成割合 資産額 構成割合

国内債券 5％ ±2％ 156,8153 5.0％ 164,527 4.9％ 168,072 5.0％ 0 0.0％

国内株式 8％ ±2％ 249,638 7.9％ 274,216 8.2％ 274,629 8.1％ 0 0.0％

外国債券 5％ ±2％ 156,844 5.0％ 162,952 4.9％ 169,944 5.0％ 0 0.0％

ヘッジ外債 59％ ±4％ 1,856,277 59.0％ 1,920,026 57.3％ 1,981,443 58.4％ 0 0.0％

外国株式 20％ ±4％ 637,379 20.2％ 639,277 19.1％ 720,331 21.2％ 0 0.0％

短期資産 3％ ±3％ 91,641 2.9％ 192,421 5.7％ 79,888 2.4％ 3,448,586 100.0％

合 計 100.0％ ― 3,148,594 100.0％ 3,353,421 100.0％ 3,394,308 100.0％ 3,448,586 100.0％

第3四半期まで基本ポートフォリオに沿い資産配分を行いました。2022年1月に資産のキャッシュ化を行っており、以後
は全てを短期資産（キャッシュ）で管理しました。
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（千円）

（注）みずほ信託の私募REIT解約に伴い、解約額を短期資産に組み入れたため、第２四半期末の短期資産の配分比率は一時的に基本ポートフォリオの中心値を
大きく上回りました。



第２部

１．事業所の適用状況

事業所数は、前年度末と同数の111社となりました。

２．加入者の適用状況

加入者数は、対前年度末比＋95名の4,390名となりました。

（社）

（名）

２020年度末
（2021.3.31）

2 0 2 1 年 度 中 の 増 減
2021年度末

（2022.3.31）
加 入 喪 失 計

加入者数 4,295 350 255 95 4,390

２020年度末
（2021.3.31）

2 0 2 1 年 度 中 の 増 減
2021年度末

（2022.3.31）
新 規 適 用 脱 退 計

事業所数 111 2 2 0 111
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掛 金 種 別 調査決定額 収 納 額 収 納 率

標 準 掛 金 233,691 233,691 100.0%

特 別 掛 金 （注） 812,798 812,798 100.0%

内
訳

加 入 者 分 518,304 518,304 100.0%

受 給 者 分 294,494 294,494 100.0%

年 金 掛 金 計 1,046,488 1,046,488 100.0%

３．掛金の収納状況

年金掛金1,046百万円、事務費掛金48百万円、合わせて1,094百万円を納期内に全額収納しました。

（千円）

事 務 費 掛 金 47,719 47,719 100.0%

11

（注）特別掛金は、厚生年金基金の解散時における加入者・受給者の受給権（加入者にあっては脱退一時金相当額、受給者
にあっては年金額相当額）をDB基金に持ち込み、当該額を事業主が一定の割合で補填するために７年償却で設定し
ている掛金。



４．年金の裁定状況

５．一時金の裁定状況

年金受給者数は、対前年度末比▲349名の669名となりました。

（名）

（件）

一時金は、老齢給付金54件、脱退一時金239件、遺族給付金18件、合わせて311件を裁定し給付しました。

2020年度末
（2021.3.31）

2 0 2 1 年 度 中 の 増 減
2021年度末

（2022.3.31）
新 規 裁 定 失 権 計

年 金
受給者数

1,018 31 380 ▲349 669

老齢給付金 脱退一時金 遺族給付金 計

54 239 18 311

12



給 付 の 種 別 金 額 1 人 当 た り 金 額

老 齢 給 付 金 436,605

内

訳

年 金 329,561 319,032

一 時 金 107,044 1,982,301

脱 退 一 時 金 35,859 150,038

遺 族 給 付 金 11,856 658,678

合 計 484,320

６．給付費の状況

年金給付329百万円、一時金給付155百万円、合わせて給付費総額は 484百万円となりました。

（円）
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（参考）給付の要件

➢ 老齢給付金：加入者期間10年以上ある方が、60歳に達したときに年金として支給。年金に代えて一時金として受けることも可。

➢ 脱退一時金：加入者期間１か月以上10年未満の方が基金を脱退（退職）したとき、もしくは事業所毎の加入上限年齢に達した

ときに支給。

➢ 遺族給付金：加入者期間１か月以上の加入者、または加入者であった方が亡くなったときに遺族へ一時金を支給。

（千円）



費 用 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．経常収支

給 付 費 ４８４,３２０ ４６４,２４０ ２０,０８０

移 換 金 ５,１３２ ２,３４６ ２,７８６

運用報酬等 ７,６２９ ５,０３７ ２,５９２

業務委託費等 １８,３６０ ８,５３１ ９,８２９

特別法人税 ０ ０ ０

運 用 損 失 ０ ０ ０

小 計 ５１５,４４１ ４８０,１５４ ３５,２８７

２．特別収支

特別支出 ０ ０ ０

繰 入 金 ０ ０ ０

小 計 ０ ０ ０

３．負債の変動

責任準備金増加額 ６２４,２３１ ８１７,９４７ △１９３,７１６

小 計 ６２４,２３１ ８１７,９４７ △１９３,７１６

４．基本金

当年度剰余金 １７,９６９ ３７６,２６２ △３５８,２９２

小 計 １７,９６９ ３７６,２６２ △３５８,２９２

総 合 計 １,１５７,６４２ １,６７４,３６４ △５１６,７２２

第３部

収 益 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．経常収支

掛金等収入 １,０４６,４８８ １,０３２,７５９ １３,７２９

受 換 金 等 ０ ４５０,９７４ △４５０,９７４

脱退一時金相当額受入金 ０ ０ ０

運 用 収 益 １１１,００２ １９０,４８８ △７９,４８６

小 計 １,１５７,４９０ １,６７４,２２１ △５１６,７３１

２．特別収支

特 別 収 入 １５２ １４３ ９

受 入 金 ０ ０ ０

小 計 １５２ １４３ ９

３．負債の変動

責任準備金減少額 ０ ０ ０

小 計 ０ ０ ０

４．基本金

当年度不足金 ０ 0 ０

小 計 ０ 0 ０

総 合 計 １,１５７,６４２ １,６７４,３６４ △５１６,７２２

（千円）

14（※）費用勘定中「責任準備金増加額」は実際にキャッシュアウトを伴わない数理計算上の費目

（注）収益率は修正総合利回り。決算上の時価ベース利回りは2.90%です。

１．年金経理

（１）損益計算書

2021年度の運用利回りは予定利率の2.0%を上回る3.10％となり、約18百万円の当年度剰余金を計上しました。
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資 産 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．純資産

流 動 資 産 １２３,５６６ １２１,００２ ２,５６４

固 定 資 産 ３,８５２,１２１ ３,１９１,７１３ ６６０,４０８

小 計 ３,９７５,６８７ ３,３１２,７１５ ６６２,９７２

２．負債

３．基本金

基 本 金 ０ ０ ０

小 計 ０ ０ ０

総 合 計 ３,９７５,６８７ ３,３１２,７１５ ６６２,９７２

負 債 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．純資産

流 動 負 債 ０ ０ ０

支 払 備 金 ９７,９５０ ７７,１７８ ２０,７７２

小 計 ９７,９５０ ７７,１７８ ２０,７７２

２．負債

責任準備金 ３,３９９,５２４ ２,７７５,２９３ ６２４,２３１

小 計 ３,３９９,５２４ ２,７７５,２９３ ６２４,２３１

３．基本金

基 本 金 ４７８,２１３ ４６０,２４４ １７,９６９

小 計 ４７８,２１３ ４６０,２４４ １７,９６９

総 合 計 ３,９７５,６８７ ３,３１２,７１５ ６６２,９７２

（千円）

（注）2021年度末純資産額：資産合計3,976百万円－支払備金98百万円 =3,878百万円

（２）貸借対照表

2021年度末現在の純資産は3,878百万円となりました。なお、当年度剰余金と別途積立金を合わせた基本金（剰余金）
は478百万円となりました。



（千円）

費 用 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

事 務 費 ４５，６６２ ３２，５５３ １３，１１０

代議員会費 ０ ０ ０

業務委託費 ０ ８，１６３ △８，１６３

機械処理経費 ０ ０ ０

繰 入 金 ０ ２１ △２１

雑 支 出 ５２８ ５９０ △６２

不納欠損 ０ ０ ０

剰 余 金 １，５３０ ４，５６１ △３，０３１

合 計 ４７，７２０ ４５，８８７ １，８３３

収 益 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

掛 金 収 入 ４７，７１９ ４５，８６５ １，８５４

受 入 金 ０ ２１ △２１

寄 付 金 ０ ０ ０

雑 収 入 １ １ ０

不 足 金 ０ ０ ０

合 計 ４７，７２０ ４５，８８７ １，８３３

16

２．業務経理

（１）損益計算書

業務経理においては、2020年7月までは人件費を含め清算業務を行う厚生年金基金等と不可分な経費について一定の
割合で按分負担しておりましたが、厚生年金基金の清算結了に伴い2020年8月以降は全てDB基金の負担に移行しました。
2021年度はこれが満年度化したことで事務費は大幅に増加しましたが、経費全般に亘る節減に努めたこと等で1.5百万円
の当年度剰余金を計上しました。



17

（千円）

資 産 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

流 動 資 産 ７４，７９３ ７１，３８２ ３，４１１

固 定 資 産 ０ ０ ０

繰 延 勘 定 ０ ０ ０

基 本 金 ０ ０ ０

合 計 ７４，７９３ ７１，３８２ ３，４１１

負 債 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額

流 動 負 債 ２，６７３ ７９２ １，８８１

固 定 負 債 ０ ０ ０

基 本 金 ７２，１２０ ７０，５９０ １，５３０

合 計 ７４，７９３ ７１，３８２ ３，４１１

（２）貸借対照表

2021年度末現在の基本金（剰余金）は、当年度剰余金と繰越剰余金を合わせ72百万円となりました。

（参考）厚生年金基金等との按分負担割合

経 費 負 担 の 考 え 方 内 容

人件費・法定福利費 業務割 職員４名のうち２名は厚年基金兼務のため、厚年基金で支出

事務機器リース・保守料 加入者・受給者数割 厚年基金 ９０％ ： ＤＢ基金 １０％

事務所使用料 専有面積割 厚年基金 ６７％ ： ＤＢ基金 ２２％ ： (一財)厚生会 １１％

業務委託費 会計割 年金経理 ５０％ ： 業務経理 ５０％

経 費 負 担 の 考 え 方 内 容

人件費・法定福利費 業務割 職員４名は全てＤＢ基金で支出

事務機器リース・保守料 加入者・受給者数割 ＤＢ基金 １００％

事務所使用料 専有面積割 ＤＢ基金 ９０％ ： (一財)厚生会 １０％

業務委託費 会計割 年金経理 ５０％ ： 業務経理 ５０％

＜2020年7月まで＞

＜2020年8月から＞
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３．決算結果に基づく財政検証

■継続基準では年金資産が責任準備金を上回っていること（積立水準1.0以上）がクリアの条件となります。

■ただし、年金資産が責任準備金を下回っている場合でも、不足金が許容繰越不足金（責任準備金の15%）の範囲内
であれば掛金の見直しは不要です。

年金資産
（時価）

不足金許容繰越不足金
（責任準備金×15％） 数理債務

特別掛金
収入現価

責任準備金

現時点で保有しておかなければ
いけない積立額

将来の給付のために現時点で
保有しておかなければならない
目標積立金

将来見込まれる特別掛金の総額を
現在価値に割引計算した金額

（入ってくることが分かっているので資産と同じ扱い）

（１）継続基準に基づく検証

② 年金資産＜責任準備金の場合･････継続基準に抵触

➢ 不足金＜許容繰越不足金の場合‥‥･掛金見直しは不要（不足金はそのまま繰越可能）

➢ 不足金＞許容繰越不足金の場合‥‥･掛金見直しが必要（不足金解消が必要）

① 年金資産＞責任準備金の場合･････継続基準クリア

年金資産
（時価）

剰余金

② ①

比較

比較
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2021年度は約18百万円の当年度剰余が生じ、別途積立金を含めた剰余金は478百万円となりました。
この結果、年金資産の責任準備金に対する積立水準は1.14となり、継続基準はクリアしています。

検 証 結 果

積立水準１.14

年金資産
（3,878百万円）

責任準備金
（3,400百万円）

剰余金（478百万円）

基準クリア

（参考）継続基準の検証

積立水準
2017 2018 2019 2020 2021

1.03 1.01 1.04 1.16 1.14



■非継続基準は「制度が終了」する前提で、加入者・受給者の受給権が確保されているかを検証します。

60歳現在年齢

最低保全給付
（既に権利が発生している
給付＝既得権のイメージ）

最低積立基準額
（制度終了時に必要と

される資産額）
年金資産

割引率（※）

※30年国債利回りの過去５年平均を基準として厚生労働大臣が定める率（0.63％）に0.5以内の率を加減した率（1.13％）

■非継続基準に抵触した場合の対応

非継続基準に抵触した場合の追加掛金の要否の判定にあたっては、次の2通りの方法があります。

➢ 積立比例に応じて掛金を設定する方法
⇒決算時点の積立不足額に応じて必要な掛金を算定

➢ 積立水準の回復計画策定による方法
⇒該当年度の翌々年度から10年以内に積立水準が回復する将来シミュレーション（回復計画）の策定及び見直し

20

（２）非継続基準に基づく検証

■非継続基準では年金資産が最低積立基準額を上回っていること（積立水準1.0以上）がクリアの条件となります。



非継続基準の検証方法は継続基準と異なり、今後見込まれる特別掛金収入現価は資産として認識しないルールのため、
最低積立基準額に対する積立水準は0.78となり、外形上は基準に抵触した状態です。
ただし、これは厚生年金基金から受給権を引き継いだ加入者･受給者等の給付に充てるための特別掛金を2017年度から
2023年度までの７年償却（分割納付）としている制度設計によるものであり、残り2年間予定どおり特別掛金の償却が
進み、資産が積み上がればこの状態は解消します。

検 証 結 果

21

年金資産
（3,878百万円）

最低積立基準額
（4,928百万円）

積立不足
（1,050百万円）

基準抵触

積立水準0.78 （参考）非継続基準の検証

積立水準
2017 2018 2019 2020 2021

0.29 0.43 0.54 0.70 0.78
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非継続基準に抵触した場合の対応については、前記のとおり①積立比率に応じて必要な掛金を設定、②積立水準が10年
以内に回復する将来シミュレーション（回復計画）を策定し行政あて提出のいずれかによることとされております。
当基金では、2017年度決算終了後、2019年度から10年以内に積立水準が1.0以上となる回復計画を策定の上、厚労省あ
て提出しており、今回の2021年度決算後においても、当初計画どおり2023年度に積立水準が1.0以上に達する見込みで
あることから、計画の見直しは不要です。

検 証 結 果 へ の 対 応

【積立水準の回復計画】

年 度 2022 2023

掛金等収入 1,042 1,041

運用収益 85 102

給付費等支出 278 266

年度末純資産額 ① 4,726 5,604

年度末最低積立基準額 ② 4,999 5,082

積立水準 ①／② 0.94 1.10

（金額：百万円）



１．代議員会等の開催状況 ※2021年度の理事会・代議員会は全て書面にて実施しました。

２．広報活動及びディスクロージャーの推進状況

２０２１年 ７月 総合監査

第１１回理事会

第１４回代議員会

２０２２年 ２月 第１２回理事会

第１５回代議員会

２０２１年 ４月 資産運用状況「Quarterly Report」 (2021.1-3)

２０２１年 ７月 資産運用状況「Quarterly Report」 (2021.4-6)

２０２１年 ８月 「企業年金にゅうす」№9

2020年度「業務概況報告書」(Review Of Operations In Fiscal 2020) 

２０２１年１０月 資産運用状況「Quarterly Report」 (2021.7-9)

２０２２年 １月 資産運用状況「Quarterly Report」 (2021.10-12)

２０２２年 ３月 「企業年金にゅうす」№10

23

第４部



３．確定拠出年金（DC）プラン実施状況（2022年3月31日現在）

資 産 配 分 割 合 ［ 参考］ 国 内 全 体

出所：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料（２０２１年３月末基準）」より

年 代 別 の 商 品 選 択 割 合 ［ 参考］ 国 内 全 体

24

２０２２年３月３１日時点

【実施事業所29社、加入者数669人】

元本確保型
23.0%

国内債券
4.0%

国内株式
6.3%

外国債券
1.5%

外国株式
8.7%

バランス型
56.5%

元本確保型

23.0％

投資信託

77.0％

元本確保型
45.0%

国内債券
5.2%

国内株式
13.2%外国債券

4.0%

外国株式
12.4%

バランス型
18.9%

元本確保型

45.0％

投資信託

55.0％

23.8

21.0

24.2

23.5

52.0

58.3

58.0 

62.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50代～

40代

30代

～20代

元本確保型

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型

48.8

40.4

39.1

44.0

18.0

20.1

19.5

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50代～

40代

30代

～20代

元本確保型

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型



【参考】運用商品別の資産配分割合

商品名 投資対象 資産評価額 配分割合

① 三井住友信託DC変動定期５年

元本確保型

6,965,422円

23.0%

② 三菱UFJ銀行確定拠出年金専用５年定期預金 13,453,147円

③ みずほDC定期３年 3,027,361円

④ ニッセイ利率保証年金 （５年保証/日々設定） 1,084,226円

⑤ 第一のつみたて年金 （５年） 881,082円

⑥ DC日本債券インデックス・オープンS 国内債券 4,446,839円 4.0%

⑦ DC外国債券インデックスL 外国債券 1,660,911円 1.5%

⑧ DC日本株式インデックス・オープンS

国内株式

2,497,780円

6.3%⑨ DC・ダイワ・バリュー株・オープン 2,746,051円

⑩ 年金積立Jグロース 1,757,236円

⑪ DC外国株式インデックスL

外国株式

4,145,135円

8.7%⑫ 朝日Nvestグローバル バリュー株オープン 2,072,702円

⑬ 年金積立インターナショナル・グロース・ファンド 3,374,566円

⑭ DC世界経済インデックスファンド

バランス型

9,505,854円

56.5%

⑮ DC世界経済インデックスファンド （株式シフト型） 9,193,247円

⑯ DC世界経済インデックスファンド （債権シフト型） 6,001,890円

⑰ コアラップS （分散投資コア戦略ファンドS） 19,581,291円

⑱ コアラップA （分散投資コア戦略ファンドA） 18,272,526円

総 計 110,667,266円 100.0%
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